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BOPビジネスの可能性 
開発援助とは「社会の発展を目指して行
われる、外部からの資源投入」 （参考文献
 
②）のことであり、外部資源に依拠するため開発援助による発展の持続可能性は不安定と言える。一方、ＢＯＰビジネスは自律的発展の仕組みを内包しており、社会の発展を推進する力として開発援助の機能を補完さらには代替する可能性を秘めている。本稿では、ＢＯＰビジネスが開発援助にとってどのような存在となりうるのかを考察する。●開発援助における民間企業とＢ
ＯＰビジネスの意義開発援助の手段として市場原理が活用さ
れるようになったのは、一九八〇年代の構造調整アプローチ以降である。構造調整アプローチが目指した発展における国家の役割は規制緩和・自由化・分権化・民営化を通じた市場整備であり、市場の役割は効率的かつ効果的に富を創造し、その富により国全体の成長を促し、人々の暮らしを豊かにすることであった。そして、市場の主アクターである企業の役割は 整備され 市
場において、市場原則に則り、生産活動を実施することにあった。 （参考文献④）
市場整備による企業活動を通じた発展を
利用した開発援助の仕組みは、企業の社会に対する影響力を活用する仕組みと言える。企業は社会の一構成要素であり、社会から影響を受けながら社会 影響を与えている存在である。大量 アウトプット （財 ・ サービス、 税金など） 、 大量のインプット（人 物、金など） 、経済 ・ 産業 みならず政治 ・ 教育 ・芸術などへの支配力、そしてマーケティングなどを通じて、企業は人々の生活様式や価値観などに影響を与えている。 （参考文献①）例えば、食品や健康商品を扱っているユニリーバ（南アフリカ）は、二〇〇五年、国内で約一〇万人 直接雇用もしく サプライチェーンを通じて雇用しており これ南アフリカ全体の雇用の〇 ・八％に匹敵する。また、同社による納税額は政府の税収の〇 ・九％を占めてい 。さらに 地域社会に対する教育やＨＩＶ／エイズ対策を政府と共同して実施している。 （参考文献⑧。この開発援助の仕組みでは社会 一構成要素である民間企業は「社会の発展の
重要な原動力」としての役割を果たしている。
ＢＯＰビジネスの意義は、企業の社会へ
の影響が拡張され、これまで援助の対象であった人々が 「社会の発展の重要な原動力」に組み込まれたことにある。ここ はＢＯＰビジネスを「ＢＯＰ層に関わる課題（貧困、 教育、 保健など）の解決をビジネスチャンスと捉え、イノベーションを起こし、顧客の創造および 織 内部構造 変革 行い、利潤を追求するビジネス」と考える。これまで 開発援助や従来 ビジネスにおいて、貧困の概念は欠如の概念と結びついてきた ともあり、貧困者は財力や能力の“無い”存在と見られてきた。その為に、従来のビジネスではＢＯＰビジネスの対象外とされてきた。しかしＢＯＰビジネスでは、ＢＯＰ層は「購買力を
“
持つ
”
存在」
と位置づけら ることにより 企業による商行為がＢＯＰ層でも行われ、前述した企業の社会への影響をＢＯＰ層が享受するようになることになる（参考文献③） 。経済ピラミッドの底辺年三〇〇〇ドル未満 暮らしている人々四〇億人をＢＯＰ層と定義
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サービスの購入を促すこととなる。 （参考文献⑤・⑦）
また、新しい財・サービスの購入に際し
て、財・サービスが有する社会的価値に関する教育をＢＯＰ ジネスはＢＯＰ層に対して行う。例えば、下痢解消のために石鹸を改良したヒンドゥスタン・ユニリーバ社は、下痢解消のためには手洗い 必要であること、そして手払いには石鹸が必要であることを 消費者に教育した。このことにより、ＢＯＰ層は健康における衛生の重要性を理解することとなる。
つまり、消費者としてのＢＯＰ層はＢＯ
Ｐビジネスによって、財・サービスを自らの能力にあった価格で購入することが可能になること、そして、財・サービスの購入および利用を通じて自らが抱える問題を解決することが可能になることを通じて、社会に取り込まれていく。
なお、購買力を持つことが、自動的にＢ
ＯＰ層の貧困状態の脱出 導くわけではない。貧困者は自己抑制力 働かず生活 は直接関係のない財・サービス（酒やタバコなど）に余剰のお金を使ってしまう傾向にあるという報告もある（参考文献⑥） 。ＢＯＰ層は購買力の問題とともに、そ 購買力をどのように生計に役立てるのかという問題にも直面しており、ＢＯＰビジネスなかで、生計戦略を立てる知識と能力（どのようにお金を獲得 、消費・投資・貯蓄するのかの能 とそれに関わる制度に関す
と労働の両面に及んでいる。
まず、消費者としてのＢＯＰ層に対して
かれらが直面している多様な社会的問題（貧困、教育、健康など）が解消する手段をＢＯＰビジネスは提供する。多様な問題を解決するためには、各々の問題に個別に対応するイノベーションが必要となっている。これまでに、例えば、栄養不足解消のための栄養の入ったヨ グルトの開発（グラミン・ダノン食品社） 、ヨウド不足を解消する ヨウド入り塩の開発（ヒドゥスタン・ユニリーバ社） 台所の室内空気汚染を解消す かまどの開発（フィリップス社）など、様々なイノベーションの事例が存在する。
同時に、ＢＯＰビジネスは、ＢＯＰペナ
ルティー（貧困ペナルティー）を解消する。ＢＯＰペナルティーとは「市場において非貧困者と比較して 者が高い費用を負担していること」であり、非貧困者と比べて貧困者が市場で入手できる財・サービスは低品質であること、高価であるこ 、入手困難であること、そして家計の大きな負担となることを意味している。ＢＯＰビジネスでは、ＢＯＰ層の手が届く価格 ＢＯＰ層のニーズにあった財・サービスを提供することを可能にするイノベーションにより、ＢＯＰペナルティーを解消する。さらに、ＢＯＰ層が消費者として安価にまた容易財・サービスを受けられ ようになれば家計の負担は軽減され、 ＢＯＰ層の他の財 ・
すると、ＢＯＰビジネスの市場規模は五兆ドルともいわれている（参考文献⑦） 。ＢＯＰビジネスが浸透す ことは、今までに無いまたは改善された財・サービスが市場を通じて普及し、四〇億人のＢＯＰ層が社会へ統合されるこ を意味する。
ただし、 ＢＯＰビジネスの市場規模は〇 ・
三六兆ドル程度に過ぎない う反論もあり（参考文献⑨） 、何を
“
ＢＯＰ
”
の基準
とするのかで、市場規模は変わってくる。市場規模が小さいことは 利潤を得られ容量が少ないこと、企業にとっての市場して魅力が少ないことを意味する。その結果、ＢＯＰ層に便益 ある財・サービス提供が期待通りには企業 ら行われなたはそもそも企業 ＢＯＰ市場へ参入しない可能性がある。また、利潤をビジネスモデル維持のために必須とする企業の性質から考えると、ＢＯＰ向けの商品に対してすら購買力を持 ない最貧困層はＢＯＰビジネスの対象とは成り得ず ビジネスの恩恵を受けることは期待できない。このように、実質的な市場規模が不透明なことおよび最貧困層はＢＯＰビジネスの対象外になりかねないことなど、ＢＯＰビジネスの影響力には限界があることに留意する必要がある。●ＢＯＰビジネスの社会への影響
ＢＯＰビジネスを通じたＢＯＰ層への企
業の影響は、そして社会への統合は、消費
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の機能に対して、どのように補完さらには代替するのかを考察する。
開発援助は、発展へ貢献し得る資本の成
長メカニズムを外部からの資源投入により促進する。ここにおける資本とは、経済的な資本だけでなく人的な資本でもあり、開発援助では教育や保健などの制度への資源投入を通じて、発展に貢献する人材を育成する。一方、ＢＯＰビジネスは、利潤追求のため、またビジネスモデル 維持 ために、ＢＯＰ層を教育する。新しい財・サービスの購入を促進するために、ＢＯＰビジネスは財・サービス 通じて得られる価値とその重要性を消費者に教育する。また、ＢＯＰビジネスは のニーズを満すイノベーションにＢＯＰ層を取り込み市場社会の制度（契約 重要性など）についてＢＯＰ層を教育する。
また開発援助では民主化のため、また
個々人の尊厳のため、開発援助では政治的や社会的アイデンティティ 付与を促進する事業（選挙権の登録事業や、女性の地位向上のための事業など）を実施している。一方ＢＯＰビジネスでは 「購買力を持つ者」として認知されることにより、ＢＯＰ層には経済的アイデンティティが付与されることになる。ＢＯＰ層は経済ティを活用し市場で活動する。これまで十分には発揮できなかった能力を発揮する機会がＢＯＰビジネスにより提供される。
つまりＢＯＰ層を力のある人々と捉え、
ただし、労働の面すべてにおいてＢＯＰ
ビジネスのビジネスモデルがＢＯＰ層の生活を豊かにする方向に働くわけではないことは、前述の消費の面と同様に、留意する必要がある。例えば、前述のシャクティ・プロジェクトであるが、このプロジェクトによって誰でも雇用され得 わけではなく、ある一定の初期費用の投資力を持つ人材が採用されることになっている。つまり、投資力が低い者は同ビジネスモデルの対象外となる。また、同ビジネスモデル 結果が必ずしも正の結果と 限らない。同ビジネスモデルが活用してい のは、採用された女性の経営能力のほか 、そ 村における社会関係資本（被雇 者の人間関係） ある。社会関係資本がビジネス 活用されることにより、従来の相互補助と言う社会関係資本の性質に変容をきたし機能しなくなる可能性も考え得る。さらに、大企業 進出により、零細企業や地場企業 駆逐される可能性も考え得る。つまり、規模の経済が必要なＢＯＰビジネスは大企業の資本のもと成立するが、大企業が生み出したイノベーションに追従できない零細企業や地場企業は職を失う結果と成り得●開発援助とＢＯＰビジネス
消費者としてまた労働者としてＢＯＰ層
の人々がＢＯＰビジネスを通じて社会に統合される仕組みについて見てきた。最後に上述のＢＯＰビジネスの機能 、開発援助
る知識）の向上をどのように進めるかを考える必要がある。
労働者としてのＢＯＰ層に対しては、か
れらが抱えているビジネスに取り組むための障害をＢＯＰビジネスは解消する。例えば、収集システムを改善し少量の牛乳を効率よく回収することを可能にすることにより少量生産農家のビジネス参入を促す仕組み（アムル社）や、ＩＴ技術を導入し取引価格や計量方法を透明化することにより仲買人に搾取されてきたマージンを圧縮し適正な価格での取引を促す仕組み （ＩＣＴ社など、様々なイノベーションの事例が存在する。
また財・サービスの開発や提供がＢＯＰ
層のニーズを満たすために労働者としてＢＯＰ層を、ＢＯＰビジネスはイノベーションに組み込む。ヒンドゥスタン・ユニリーバ社のシャクティ・プロジェクトでは、農村部の女性を採用し、研修し、商品のプロモーターとして彼女が住む農村で活躍させる。このことにより、村人が何時でも容易に安価な商品を入手することができるようになる（貧困ペナルティーの解消）だけなく、被雇用者の女性は収入を得ることができることとなる。
つまり、労働者としてＢＯＰ層はイノ
ベーションの一部 して、所得 向上、雇用や事業企業の拡大、社会的地位 向上などが達成されることを通じて、社会に取り込まれていく。
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社会の発展に寄与する存在として位置づけアイデンティティを付与すること、ＢＯＰビジネスの中で人材育成を果たすことにより、ＢＯＰビジネスはこれまでの開発援助とは別の発展の仕組みを提示する。
さらに、開発援助が行っていた貧困撲滅
のアプローチとＢＯＰビジネスは資源の流れに相違性を持つ。開発援助が市場を通じない外部からの資源投入を手段とした富の再分配制度だとすると 、いままで資本主義へ参加できなかったＢＯＰ層へ機会の提供を促 制度であり、市場を通じたＢＯＰ層へ 資源投入を促す制度と考えられる。ＢＯＰビジネス 、資源が循環する市場の仕組みに消費者としてまた労働者 してＢＯＰ層を統合する。それは、「社会の発展の重要な原動力」に持続的にＢＯＰ層を組み込み、ＢＯＰビジネスが自律的発展の仕組みとなることを意味する。
社会の一部である企業が、ＢＯＰ層の抱
える社会問題を自ら克服し、自律的な発展の推進力となることを期待したい。 だし、ＢＯＰビジネスが及ぼす影響は原理的限界（企業が利潤を出せる範囲での活動という限界など）があ ことには留意が必要である。そこで、開発援助 ＢＯＰビジネスの相互補完が重要とな 。 国際協力機構 （ＪＩＣＡ）の民間連携室では官民連携による国際協力事業を推進している。援助事業ＢＯＰビジネスとの官民連携も視野に入れており、現在、連携の枠組みづくりを進め
